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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、春日井市地域生活支援事業規則（平成18年春日井市規則第

66号。以下「規則」という。）第41条の規定に基づき、地域生活支援事業の実施

について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「成年後見制度利用支援事業」とは、障害福祉サービス

の利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的障害者又は

精神障害者に対し、成年後見人制度の利用を支援することにより、当該障害者

の権利擁護を図る事業をいう。 

２ この要綱において「手帳所持者」とは、市内に居住地を有する障害者及び障害

児（以下「障害者等」という。）であって、身体障害者福祉法（昭和24年法律第

283号）第15条に規定する身体障害者手帳の交付を受けた者、知的障害者福祉法



 

（昭和35年法律第37号）第12条に規定する知的障害者更生相談所又は児童福祉

法（昭和22年法律第164号）第12条第１項に規定する児童相談所が行った判定結

果に基づき、知事から療育手帳の交付を受けた者又は精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条に規定する精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けた者をいう。 

３ この要綱において「自動車運転免許取得・改造助成事業」とは、身体障害者

（身体障害者福祉法第15条に規定する身体障害者手帳の交付を受けた者のうち、

同法第９条第１項から第３項までの規定により市が同法に定める援護を行うも

のをいう。以下同じ。）に対し、自動車運転免許（道路交通法（昭和35年法律第

105号）第84条第１項の公安委員会の運転免許をいう。以下「免許」という。）の

取得に要する費用（以下「自動車運転免許取得費」という。）の一部を助成する

ことにより、又は身体障害者及び身体障害者と同一世帯の者が身体障害者の就

労等に伴って自動車を取得する場合、その自動車の改造又は既に改造された自

動車の購入に要する費用（以下「自動車改造費」という。）の一部を助成するこ

とにより、就労その他の社会活動への参加を促進する事業をいう。 

４ この要綱において「賃貸住宅体験利用家賃助成事業」とは、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」

という。）第４条第１項に規定する障害者（以下「家賃助成対象者」という。）に

対し、賃貸住宅を体験利用した際の家賃を助成することにより、一人暮らし等へ

の生活の場の移行を支援する事業をいう。 

（地域生活支援事業） 

第３条 規則第３条第１項第３号のその他市長が定める事業は、次に掲げる事業

とする。 

⑴ 成年後見制度利用支援事業 

⑵ 自動車運転免許取得・改造助成事業 

⑶ 賃貸住宅体験利用家賃助成事業 

第２章 相談支援事業 



 

（基幹相談支援センター等の職員） 

第４条 規則第４条第１項の基幹相談支援センター及び同条第２項の障害者生活

支援センターに専門的職員として次の各号のいずれかに該当する者を置く。 

⑴ 社会福祉士 

⑵ 保健師 

⑶ 精神保健福祉士 

⑷ その他相談支援機能を強化するために必要と認められる者 

（成年後見制度利用支援事業） 

第５条 成年後見制度利用支援事業における支援内容は、次のとおりとする。 

⑴ 知的障害者福祉法第28条又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

51条の11の２の規定に基づき市長が行う審判の請求（以下「審判請求」とい

う。）の実施 

⑵ 審判請求の費用負担及び成年後見人、保佐人又は補助人（以下「成年後見人

等」という。）の報酬の全部又は一部の助成 

（審判請求の対象者） 

第６条 市長は、判断能力が不十分な知的障害者又は精神障害者（以下「対象者」

という。）であって、次の各号のいずれにも該当する者に対して審判請求を行う

ものとする。 

⑴ 法第19条第１項の規定による市長の支給決定を受け、障害福祉サービスを

利用している者又は利用しようとする者 

⑵ 民法（明治29年法律第89号）第７条、第11条、第15条第１項に規定する審判

の請求（以下「審判の請求」という。）を行うことが必要と認める者 

⑶ 配偶者及び２親等以内の親族がいない者又は本人並びにこれらの者による

審判の請求が見込まれない者。ただし、３親等及び４親等の親族であって、審

判の請求を行う者の存在が明らかであるときは、この限りでない。 

２ 前項第１号の規定を満たさない対象者であって、同項第２号及び第３号の規

定に該当する者が、次の各号のいずれかに該当し、かつ、春日井市が当該措置又



 

は保護の実施者であるときは、前項第１号の規定にかかわらず審判請求を行う

ことができる。 

 ⑴ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第18条第１項若しくは第２項、

知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第15条の４若しくは第16条第１項

第２号又は障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

（平成23年法律第79号）第９条第２項の規定により措置を受けている者 

⑵ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者 

３ 緊急かつやむを得ない理由により審判請求が必要と市長が認めるときは、第

１項の規定にかかわらず、審判請求をすることができる。 

（審判請求の手続） 

第６条の２ 審判請求に係る申立書、添付書類及び予納すべき費用等の手続は、

家庭裁判所の定めるところによる。 

（審判請求の費用負担） 

第７条 市は、家事事件手続法（平成23年法律第52号）第28条第１項の規定により、審判

請求に係る費用（以下「審判請求費用」という。）を負担するものとする。 

（審判請求費用の求償） 

第７条の２ 市長は、審判請求を行った対象者（以下「審判対象者」という。）に、審判請

求費用を負担する能力があると認めるときは、審判対象者に対する審判請求費用の求償

権を得るため、家庭裁判所に対して家事事件手続法第28条第２項に規定する審判を促す

申立てを審判請求と同時に行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定があったときは、審判対象者に審判請求費用の全部又

は一部の返還を求めることができる。 

（成年後見人等報酬の助成） 

第８条 市長は、成年被後見人、被保佐人又は被補助人（以下「成年被後見人等」という。）

について、次の各号のいずれかに該当する者に対して予算の範囲内で、当該成年被後見

人等が成年後見人等（民法第725条に規定する親族である場合を除く。）に支払う報酬の

全部又は一部を助成することができる。 



 

(1) 生活保護法による保護を受けている者 

(2) 成年被後見人等の属する世帯の収入及び資産から成年後見人等報酬費用を控除し

たときに、生活保護法による保護の基準（昭和38年厚生省告示第158号）により算定し

た最低生活費の額を下回る者 

(3) 成年被後見人等の属する世帯の年間収入が、単身世帯で1,500,000円（単身世帯以

外の世帯にあっては、1,500,000円に世帯員が１人増えるごとに500,000円を加算した

額）以下であって、市長が助成を必要と認める者（当該報酬に係る期間の末日にお

いて、成年被後見人等の属する世帯の預貯金等の額が3,500,000円（単身世帯

以外の世帯にあっては、3,500,000円に世帯員が１人増えるごとに1,000,000

円を加算した額）以下であり、かつ、成年被後見人等の属する世帯がその居住

の用に供する家屋その他日常生活のために必要な資産以外に利用しうる資産

を所有していない者に限る。） 

（助成金の額） 

第８条の２ 前条の規定による助成金（以下「助成金」という。）の額は、成年被後見人等

が負担する成年後見人等に対する報酬額以内の額とし、月額28,000円を限度とする。た

だし、次に掲げる施設等に入所している者については、月額18,000円を限度とする。 

⑴ 法第19条第３項に規定する特定施設 

⑵ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の４の規定に基づく養護老人ホ

ーム及び同法第20条の５の規定に基づく特別養護老人ホーム 

⑶ 生活保護法第38条の規定に基づく保護施設 

⑷ 前３号に掲げる施設に準ずる施設として市長が認める施設 

（助成金の申請） 

第９条 助成金の申請をしようとする者は、成年後見人等報酬費用助成金支給申請書（第

１号様式）を市長に提出しなければならない。 

（助成金の決定） 

第９条の２ 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を

決定し、成年後見人等報酬費用助成金支給決定通知書（第２号様式）又は成年後見人



 

等報酬費用助成金支給却下通知書（第３号様式）により通知するものとする。 

第３章 意思疎通支援事業 

（登録の該当者） 

第10条 市長は、規則第９条第２項の規定による審査について、次の各号のいず

れかに該当する者から申請があったときは、同項に規定する登録の決定をする

ものとする。 

⑴ 手話通訳を行う者の知識及び技能の審査・証明事業の認定に関する省令（平

成21年厚生労働省令第96号）の規定に基づき実施された手話通訳技能認定試

験に合格し、登録を受けた者 

⑵ 手話通訳者全国統一試験に合格し、愛知県の手話通訳者として登録された

者その他これに準ずる者として市長が適当と認める者 

⑶ 全国統一要約筆記者認定試験に合格した者 

⑷ その他市長が適当と認めた者 

（登録証） 

第10条の２ 手話通訳者等は、業務を行うに当たっては、常に登録証（第３号様式

の２）を携帯するものとする。 

２ 手話通訳者等は、関係者から請求を受けたときは、登録証を提示しなければ

ならない。 

３ 手話通訳者等は、登録証を他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

４ 手話通訳者等は、登録証を毀損し、又は紛失したときは、速やかに市長に届け

出なければならない。 

５ 手話通訳者等は、職務を退いたときは、登録証を直ちに市長に返還しなけれ

ばならない。 

（派遣の範囲等） 

第11条 手話通訳者等の派遣申請ができる場合は、市内に居住地を有する障害者

等又は障害者等によって構成される団体が、次の各号のいずれかに該当する場

合とする。 



 

⑴ 官公庁、学校その他の公的機関に出向いて手続き又は相談をする場合 

⑵ 医療機関の受診、相談又は健康診断を受ける場合 

⑶ 就職の面接、労働条件の協議等の就労に関する活動を行う場合 

⑷ 交通事故、消費生活、契約行為、隣人とのトラブル等に係る紛争処理又は交

渉を行う場合 

⑸ その他市長が必要と認めた場合 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は派遣しない

ものとする。 

⑴ 通勤、営業活動等の経済的活動に係る場合 

⑵ 通学等の通年かつ長期にわたる外出の場合 

⑶ 研修会、講演会、会議、交流事業等主催者が対応すべき事業に参加する場合 

⑷ 政治活動又は宗教活動に係る場合 

⑸ 社会通念上本制度を利用することが適当でない場合 

３ 手話通訳者等を派遣する地域は、愛知県内とする。ただし、市長が特に認めた

場合は、この限りではない。 

（手話通訳者等の業務費） 

第11条の２ 手話通訳者等には、１回の派遣につき、次に掲げる勤務時間の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める業務費を支給する。 

⑴ １時間に満たない勤務時間 2,000円 

⑵ １時間を超える勤務時間 2,000円に１時間を超える30分間（30分に満たな

い端数があるときは、これを30分に切り上げる。）までごとに1,000円を加算

した額 

２ 夜間勤務（午後10時から翌日の午前５時までに行われる勤務をいう。）を行っ

た手話通訳者等には、勤務時間（分を単位とする。）を60で除して得た数に500円

を乗じて得た額を夜間勤務に係る業務費として支給する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、手話通訳者が設置型手話通訳者（規則第11条に

規定する手話通訳者をいう。次項において同じ。）の業務を行う場合は、勤務時



 

間（分を単位とする。）を60で除して得た数に1,340円を乗じて得た額を支給す

る。 

４ 第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、１日当たり７時間45分（以下こ

の項において「正規の勤務時間」という。）を超えて設置手話通訳者の業務をし

た手話通訳者には、春日井市職員の給与に関する条例（昭和36年春日井市条例

第１号）に規定する再任用短時間勤務職員の時間外勤務手当の例により算定し

た額の時間外勤務に係る業務費を支給する。この場合において、時間外勤務に

係る業務費の支給の基礎となる勤務時間数は、その月の正規の勤務時間以外の

勤務時間の合計時間とし、その勤務時間数に１時間未満の端数を生じたときは、

実勤務時間に応じた時間外勤務に係る業務費を支給するものとする。当該端数

に対する時間外勤務に係る業務費の額は、1,340円に当該１時間未満の端数の時

間（分を単位とする。）を60で除して得た数を乗じて算定するものとする。 

５ 前各項に規定する業務費の額を算定する場合において、当該額に１円未満の

端数を生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。 

（手話通訳者等の交通費） 

第11条の３ 手話通訳者等が業務を行うに当たって公共交通機関を利用し、又は

自動車、原動機付自転車その他原動機付の交通用具（以下この項において「自動

車等」という。）を使用したときは、次の各号に定める交通手段の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額を交通費として支給する。 

⑴ 公共交通機関 最も合理的であると認められる公共交通機関の運賃相当額 

⑵ 自動車等 出発地から用務地までの一般に使用し得る最短の経路の距離

（キロメートルを単位とし、１キロメートル未満の端数があるときは、これ

を切り上げた距離）に30円を乗じて得た額 

第４章 地域生活支援サービス 

（地域生活支援サービスの対象者等） 

第12条 規則第13条の市長が別に定める基準及び規則第22条第３項第１号の市長

が別に定める基準により算定した費用の額（別表第１において「費用の額」とい



 

う。）は、別表第１のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、障害者等の障害支援区分及び心身の障害

の状態、障害者等の介護を行う者の状況等を勘案して、特に必要があると認め

るときは、当該障害者等に地域生活支援サービスを利用させることができる。 

（規則第17条第２項の市長が別に定める期間） 

第13条 規則第17条第２項の市長が別に定める期間は、１月とする。 

（規則第18条の市長が別に定める期間）  

第14条 規則第18条の市長が別に定める期間は、１年とする。 

（規則第21条第１項第３号のその他市長が別に定めるとき）  

第15条 規則第21条第１項第３号のその他市長が別に定めるときは、支給決定障

害者等が規則第16条又は規則第19条第１項に規定する変更の申請に関し虚偽の

申請をしたときとする。 

（規則第22条第１項の市長が別に定める費用） 

第16条 規則第22条第１項の市長が別に定める費用は、日中一時支援事業におけ

る食事の提供に要する費用及び光熱水費（入浴に係るものに限る。）とする。 

（指定地域生活支援サービスに係る負担上限月額）  

第17条 規則第22条第３項第２号に規定する市長が別に定める額その他地域生活

支援サービス費に係る負担上限月額については、法第29条第３項第２号及び障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年

政令第10号。以下「政令」という。）第17条に規定する指定障害福祉サービス等

に係る負担上限月額の例による。 

（地域生活支援サービス費の請求） 

第18条 指定地域生活支援サービス事業者は、市長に対し地域生活支援サービス

費を請求する場合には、地域生活支援サービス費請求書（第４号様式）に次に掲

げる書類を添えて請求しなければならない。 

⑴ 地域生活支援サービス費明細書（第５号様式） 

⑵ 移動支援事業提供実績記録票（第６号様式） 



 

⑶ 地域活動支援センター事業提供実績記録票（第７号様式） 

⑷ 日中一時支援事業提供実績記録票（第８号様式） 

⑸ 訪問入浴サービス事業提供実績記録票（第９号様式） 

（地域生活支援サービス費の額の特例）  

第19条 規則第23条に規定する市長が別に定める特別の事情その他地域生活支援

サービス費の額の特例については、法第31条及び春日井市障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成18年春日井市規則第

43号）第８条に規定する介護給付費等の額の特例の例による。 

（高額地域生活支援サービス費の支給） 

第20条 規則第24条第１項に規定する市長が別に定めるもの、同条第２項に規定

する高額地域生活支援サービス費の支給要件、支給額その他高額地域生活支援

サービス費の支給については、法第76条の２、政令第２章第６節及び障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生

労働省令第19号）第２章第５節に規定する高額障害福祉サービス費の支給の例

による。 

（指定地域生活支援サービス事業者の指定の申請） 

第21条 規則第25条第１項に規定する指定の申請をしようとする者は、指定地域

生活支援サービス事業者指定申請書（第10号様式）及び次に掲げる添付書類を

市長に申請しなければならない。 

⑴ 申請者の登記事項証明書又は条例等 

⑵ 事業所の平面図（設備及び備品が確認できるものに限る。） 

⑶ 事業所の管理者及びサービス提供責任者の氏名、経歴及び住所を記載した

書類 

⑷ 運営規程 

⑸ 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要を記載

した書類 

⑹ 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態を記載した書



 

類 

⑺ 従業者の資格を証する書類（移動支援事業及び訪問入浴サービス事業に限

る。） 

⑻ 法人市民税納税証明書 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を決

定し、指定地域生活支援サービス事業者指定・変更・更新決定通知書（第11号様

式）又は指定地域生活支援サービス事業者指定・変更・更新却下通知書（第12号

様式）により通知するものとする。 

（規則第25条第２項第５号のその他市長が別に定める事項） 

第22条 規則第25条第２項第５号のその他市長が別に定める事項に該当するとき

は、申請者が、指定の申請前５年以内に地域生活支援サービスに関し不正又は

著しく不当な行為をした者であるときとする。 

（指定の変更） 

第23条 規則第26条第１項に規定する指定の変更をしようとする者は、指定地域

生活支援サービス事業者変更申請書（第13号様式）及び第21条第１項各号に掲

げる添付書類のうち当該指定の変更に係るものを市長に申請しなければならな

い。 

２ 前項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を決定し、指

定地域生活支援サービス事業者指定・変更・更新決定通知書又は指定地域生活

支援サービス事業者指定・変更・更新却下通知書により通知するものとする。 

（指定の更新） 

第24条 規則第27条第１項に規定する指定の更新をしようとする者は、指定地域

生活支援サービス事業者更新申請書（第14号様式）及び第21条第１項各号に掲

げる添付書類を市長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を決定し、指

定地域生活支援サービス事業者指定・変更・更新決定通知書又は指定地域生活

支援サービス事業者指定・変更・更新却下通知書により通知するものとする。 



 

（指定地域生活支援サービスの事業の基準) 

第25条 規則第28条第１項の市長が別に定める基準及び同条第２項の市長が別に

定める指定地域生活支援サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、次の

各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める基準の例によるものとする。 

⑴ 移動支援事業 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成18年厚生労働省令第171号。以下「指定障害福祉サービス基準」とい

う。）のうち行動援護に係る部分に限る。 

⑵ 地域活動支援センター事業 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基

準（平成18年厚生労働省令第175号。設備の基準にあっては、利用者１人当た

りの床面積が３平方メートル以上であって創作活動又は生産活動の機会の提

供及び社会との交流の促進等ができる場所並びに便所を備えるものとし、職

員の配置の基準にあっては、施設長１人及び利用者の数が15人までは指導員

２人以上を配置することとし、利用者の数が15人を超えるときは２人に、利

用者の数が５人又はその端数を増すごとに、１人を加えて得た数の指導員を

配置することとする。） 

⑶ 日中一時支援事業 指定障害福祉サービス基準のうち短期入所に係る部分

（人員に関する基準にあっては、利用者の数が６人までは生活支援員又は介

護職員１人以上を配置することとし、利用者の数が６人を超えるときは１人

に、利用者の数が６人又はその端数を増すごとに、１人を加えて得た数を配

置することとする。設備に関する基準にあっては、利用者１人当たりの床面

積８平方メートル以上（利用者が重症心身障害児者の場合にあっては、５平

方メートル以上）及び寝台若しくはこれに代わる設備を有するほか、洗面所

及び便所を備えるものとする。） 

⑷ 訪問入浴サービス事業 指定障害福祉サービス基準のうち居宅介護に係る

部分（人員に関する基準にあっては、訪問入浴サービスの提供に従事する職



 

員を３人以上配置することとし、そのうち１人以上の者は看護師又は准看護

師とし、他の職員は介護職員とする。設備に関する基準にあっては、浴槽、湯

沸機、貯水タンク、入浴担架等サービスの実施に適切な設備及び機材を備え

ることとする。） 

（規則第29条のその他市長が定める事項） 

第26条 規則第29条のその他市長が定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所 

⑵ 第21条第１項第１号及び第３号から第６号までに規定する書類に記載され

た事項 

２ 規則第29条に規定する指定地域生活支援サービス事業者に係る変更の届出は、

指定地域生活支援サービス事業変更届（第15号様式）によらなければならない。 

３ 規則第29条の規定による指定地域生活支援サービスの事業の廃止、休止又は

再開の届出は、指定地域生活支援サービス事業廃止・休止・再開届（第16号様

式）によらなければならない。 

第５章 日常生活用具給付等事業 

（日常生活用具費の種類等） 

第27条 規則第33条第１項の規定による給付等の対象者は、在宅の障害者等であ

って、別表第２（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令第１条に基づき厚生労働大臣が定める特殊の疾病（平成27年厚生労働

省告示第292号）に掲げる疾病に該当する者（以下「難病患者等」という。）にあ

っては、別表第３）種目の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表対象者の欄に掲

げる者とする。ただし、介護保険法（平成９年法律第123号）に規定する居宅介

護サービス費（同法に規定する福祉用具貸与に係るものに限る。）、居宅介護福

祉用具購入費、居宅介護住宅改修費、介護予防サービス費（同法に規定する介護

予防福祉用具貸与に係るものに限る。）、介護予防福祉用具購入費又は介護予防

住宅改修費の支給を受けることができる者を除く。 

２ 規則第33条第１項の規定による給付の対象となる日常生活用具の種目、性能、



 

同条第２項の市長が別に定める基準により算定した費用の額（別表第２及び別

表第３において「金額」という。）及び耐用年数については、別表第２及び別表

第３のとおりとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、既に給付を受けた日常生活用具と同一の日常生

活用具の給付について、当該日常生活用具の耐用年数を経過していない場合は、

原則として給付の対象外とする。 

（日常生活用具費の支給等） 

第28条 規則第33条第１項の市長が別に定める者及び同項の別に定める基準は、

政令第43条の２に規定する補装具費の支給の例による。 

２ 規則第33条第２項の市長が別に定める額その他日常生活用具費に係る負担上

限月額については、政令第43条の３に規定する補装具費に係る負担上限月額の

例による。 

（規則第34条の市長が別に定める添付書類） 

第29条 規則第34条の市長が別に定める添付書類は、次に掲げる書類とする。た

だし、市長は、当該添付書類により証明すべき事項を公簿等によって確認する

ことができるときは、当該添付書類を省略させることができる。 

⑴ 医師の意見書又は診断書 

⑵ 当該申請に係る日常生活用具の給付等に要する費用の見積書 

⑶ 当該申請に係る障害者等又はその属する世帯の他の世帯員の所得の状況に

関する書類 

⑷ 居宅生活動作補助用具支給事業計画書（居宅生活動作補助用具の支給申請

に限る。） 

（日常生活用具の給付等） 

第30条 支給決定障害者等は、日常生活用具の給付等に当たっては、日常生活用

具費支給券（規則第17号様式）を指定日常生活用具給付等事業者に提出するも

のとする。 

２ 規則第36条第２項の規定により、指定日常生活用具給付等事業者が、支給決



 

定障害者等に代わって日常生活用具費の支払いを受けるときは、当該指定日常

生活用具給付等事業者は、請求書に日常生活用具費支給券を添えて、市長に請

求しなければならない。 

（指定日常生活用具給付等事業者の指定の申請） 

第31条 規則第37条において準用する規則第25条第１項に規定する指定の申請を

しようとする者は、指定日常生活用具給付等事業者指定申請書（第17号様式）及

び次に掲げる添付書類を市長に申請しなければならない。 

⑴ 申請者の登記事項証明書 

⑵ 事業経歴書 

⑶ 法人市民税納税証明書 

⑷ 当該申請に係る設備機材の概要を記載した書類 

⑸ 事業者登録票（第17号様式の２） 

２ 前項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を決定し、指

定日常生活用具給付等事業者指定・変更・更新決定通知書（第18号様式）又は指

定日常生活用具給付等事業者指定・変更・更新却下通知書（第19号様式）により

通知するものとする。 

（指定の変更） 

第32条 規則第37条において準用する規則第26条第１項に規定する指定の変更を

しようとする者は、指定日常生活用具給付等事業者変更申請書（第20号様式）及

び前条第１項各号に掲げる添付書類のうち当該指定の変更に係るものを市長に

申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を決定し、指

定日常生活用具給付等事業者指定・変更・更新決定通知書又は指定日常生活用

具給付等事業者指定・変更・更新却下通知書により通知するものとする。 

（指定の更新） 

第33条 規則第37条において準用する規則第27条第１項に規定する指定の更新を

しようとする者は、指定日常生活用具給付等事業者更新申請書（第21号様式）及



 

び第31条第１項各号に掲げる添付書類を市長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を決定し、指

定日常生活用具給付等事業者指定・変更・更新決定通知書又は指定日常生活用

具給付等事業者指定・変更・更新却下通知書により通知するものとする。 

（変更の届出等） 

第34条 規則第37条において準用する規則第29条のその他市長が定める事項は、

第31条第１項第１号、第３号及び第５号に規定する書類に記載された事項とす

る。 

２ 同条に規定する指定日常生活用具給付等事業者に係る変更の届出は、指定日

常生活用具給付等事業者事業変更届（第22号様式）によらなければならない。 

３ 同条の規定による指定日常生活用具給付等事業の廃止、休止又は再開の届出

は、指定日常生活用具給付等事業廃止・休止・再開届（第23号様式）によらなけ

ればならない。 

第６章 自動車運転免許取得・改造事業 

（自動車運転免許取得・改造事業の対象者） 

第35条 自動車運転免許取得費の助成を受けることができる者は、市内に居住地

を有する身体障害者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 道路交通法第96条に規定する運転免許試験の受験資格を有し、かつ、就労

等社会活動への参加のため免許を取得した者 

⑵ 免許を取得した日の属する年度（免許を取得した日が４月１日から６月30

日までの間である場合にあっては、前年度）の所得が特別児童扶養手当等の

支給に関する法律（昭和39年法律第134号）第20条の規定による政令で定める

額（以下「基準額」という。）を超えない者 

２ 自動車改造費の助成を受けることができる者は、市内に居住地を有する者で

あって、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 上肢、下肢又は体幹機能障害を有する身体障害者であって、次のいずれに

も該当するもの（以下「本人運転者」という。） 



 

ア 就労等に伴い自らが所有し、運転する自動車の操向装置、駆動装置等の

一部を改造する必要がある者 

イ 改造助成を行う月の属する年度（改造助成を行う月が４月から６月まで

の場合にあっては、前年度）の所得が基準額を超えない者 

ウ 道路交通法第91条の免許の条件を付された者 

⑵ 自ら運転できない身体障害者（常時車いす等を使用する下肢又は体幹機能

障害２級以上の者に限る。）と同一世帯の者であって、次のいずれにも該当す

るもの（以下「介護運転者」という。） 

ア 当該身体障害者の移動のため、所有する自動車を回転座席、移乗装置付

等に改造し、又は既に改造された自動車を購入することが必要な者 

イ 当該身体障害者の改造助成を行う月の属する年度（改造助成を行う月が

４月から６月までの場合にあっては、前年度）の所得が基準額を超えない

者 

（申請） 

第36条 前条の規定による自動車運転免許取得費の助成を申請しようとする者は

免許の取得後６月以内に、自動車改造費の助成の申請をしようとする者は改造

又は既に改造された自動車の購入前に、自動車運転免許取得費・自動車改造費

助成申請書（第24号様式）に次の各号の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 自動車運転免許取得費 運転免許証の写し、領収書（自動車教習所が発行

したもの）、請求書及び所得の額を証する書類 

⑵ 自動車改造費（本人運転者） 運転免許証の写し、見積書及び所得の額を証

する書類 

⑶ 自動車改造費（介護運転者） 住民票の写し、身体障害者手帳の写し、見積

書及び所得の額を証する書類 

２ 市長は、前項各号に規定する書類によって証明すべき事項を公簿等によって

確認できるときは、当該書類を省略させることがある。 



 

（決定等） 

第37条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否

を決定し、自動車運転免許取得費・自動車改造費助成決定通知書（第25号様式）

又は自動車運転免許取得費・自動車改造費助成却下通知書（第26号様式）により

通知するものとする。 

（助成金額） 

第38条 自動車運転免許取得費に係る助成は、１人１回とし、助成金の額は、当該

免許の取得に要した費用の３分の２以内の額（1,000円未満切捨て）とする。た

だし、その額が100,000円を超えるときは、100,000円を限度とする。 

２ 本人運転者に対する自動車改造費に係る助成金の額は、操向装置、駆動装置

等の改造に要する経費とする。ただし、その額が100,000円を超えるときは、

100,000円を限度とする。 

３ 介護運転者に対する自動車改造費に係る助成の対象自動車は、１世帯１台と

し、助成金の額は、回転座席、移乗装置等の改造又は既に改造された自動車の購

入に要する経費とする。ただし、その額が100,000円を超えるときは、100,000円

を限度とする。 

（完了届等） 

第39条 第35条の規定による自動車改造費に係る助成の決定を受けた者は、改造

を完了したときは、完了届（第27号様式）に次に掲げる書類を添えて当該年度の

末日までに市長に請求するものとする。 

⑴ 請求書 

⑵ 施工業者又は販売業者の領収書 

⑶ 道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第58条に規定する自動車検査証の

写し 

⑷ 自動車運転免許取得費・自動車改造費助成決定通知書の写し 

２ 市長は、前項に規定による請求があったときは、これを審査し、助成金を支払

うものとする。 



 

第７章 賃貸住宅体験利用家賃助成事業 

（賃貸住宅体験利用家賃助成事業の対象者） 

第40条 賃貸住宅を体験利用した際の家賃助成を受けることができる者は、市内

に居住地を有する家賃助成対象者であって、賃貸住宅を体験利用した日の属す

る年度（体験利用した日が４月１日から６月30日までの間である場合にあって

は、前年度）の所得が基準額を超えないものとする。 

（申請） 

第41条 賃貸住宅を体験利用した際の家賃助成を申請しようとする者は、家賃等

の支払後６月以内に、賃貸住宅体験利用家賃助成申請書（第28号様式）に家賃等

の領収書、請求書及び所得の額を証する書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項に規定する書類によって証明すべき事項を公簿等によって確認

できるときは、当該書類を省略させることがある。 

（決定等） 

第42条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否

を決定し、賃貸住宅体験利用家賃助成決定通知書（第29号様式）又は賃貸住宅体

験利用家賃助成却下通知書（第30号様式）により通知するものとする。 

（助成金額） 

第43条 賃貸住宅体験利用の家賃に係る助成金の額は、賃貸住宅の利用に要した

１日当たりの費用（１日当たり3,500円を限度とし、家賃額が月額の場合は当該

家賃額を31で除して得た額をいう。）に利用日数（当該年度内で31日以内に限る。）

を乗じて得た額とする。 

第８章 補則 

（規則第39条の市長が別に定めるもの等） 

第44条 規則第39条の市長が別に定めるものは、政令第２条の表の上欄に掲げる

ものとする。 

２ 規則第39条の市長が別に定める限度は、同表の上欄に掲げる給付につき、そ



 

れぞれ、同表の下欄に掲げる限度とする。 

（他の法令による給付との調整） 

第45条 成年後見制度利用支援事業及び自動車運転免許取得・改造事業に係る助

成金（以下「地域生活支援事業に係る給付」という。）は、当該障害の状態につ

き、介護保険法の規定による介護給付、健康保険法(大正11年法律第70号）の規

定による療養の給付その他の法令に基づく給付であって政令第２条の表の上欄

に掲げるもののうち地域生活支援事業に係る給付に相当するものを受けること

ができるときは、同表の上欄に掲げる給付につき、それぞれ同表の下欄に掲げ

る限度において、行わない。 

（不正利得の返還） 

第46条 市長は、偽りその他不正の手段により地域生活支援事業に係る給付を受

けた者があるときは、その者から、その地域生活支援事業に係る給付の額に相

当する金額の全部又は一部を返還させることができる。 

（雑則） 

第47条 この要綱に定めるもののほか、地域生活支援事業の実施について必要な

事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この要綱は、平成18年10月１日から施行する。 

 （春日井市手話通訳設置及び手話通訳者派遣事業実施要綱等の廃止） 

第２条 次に掲げる要綱は、廃止する。 

 ⑴ 春日井市成年後見制度利用支援事業実施要綱（平成17年４月１日施行） 

 ⑵ 春日井市手話通訳設置及び手話通訳者派遣事業実施要綱（平成９年５月１

日施行） 

 ⑶ 春日井市移動入浴事業実施要綱（平成２年４月１日施行） 

⑷ 春日井市身体障害者等日常生活用具給付等事業実施要綱（平成10年４月１



 

日施行） 

⑸ 春日井市障害児等日常生活用具給付等事業実施要綱（平成12年４月１日施

行） 

⑹ 春日井市障害者生活支援事業実施要綱（平成16年４月１日施行） 

⑺ 春日井市重度身体障害者デイサービス事業実施要綱（平成15年９月１日施

行） 

 （経過措置） 

第３条  この要綱の施行前に前条第１号から第３号までに掲げる要綱に基づく申

請等がなされた事業に係る費用の支払いについては、なお従前の例による。 

    

附 則 

１ この要綱は、平成19年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、同年

７月１日から施行する。 

２ 平成19年４月１日前にされた申請に基づく日常生活用具の給付等については、

なお従前の例による。 

３ 平成19年４月１日から同年６月30日までの間にされた申請に基づく日常生活

用具の給付等については、第１条の規定による改正後の春日井市地域生活支援

事業実施要綱の例による。 

   附 則 

 この要綱は平成21年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成22年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は平成23年４月１日から施行する。ただし、第35条の規定は、同年 

10月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は平成24年４月１日から施行する。 



 

２ 改正後の春日井市地域生活支援事業実施要綱の規定は、平成24年４月１日以

後に実施する事業に係るものから適用し、同日前に実施した事業に係るものに

ついては、なお従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成25年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第２条の改正規定（「第５条第13項」を「第５条第12項」に、「同条第14項」

を「同条第13項」に改める部分に限る。）、第12条第２項の改正規定及び別表第

１（⑷生活サポート事業の表に限る。）の改正規定 平成26年４月１日 

 ⑵ 別表第１（⑵地域活動支援センター事業の表及び⑷生活サポート事業の表

を除く。）の改正規定 平成25年10月１日 

 （経過措置） 

２ 改正後の春日井市地域生活支援事業実施要綱（第２条の改正規定（「第５条第

13項」を「第５条第12項」に、「同条第14項」を「同条第13項」に改める部分に

限る。）、第12条第２項の規定及び別表第１（⑵地域活動支援センター事業の表

の規定及び⑷生活サポート事業の表の規定を除く。）の規定を除く。）の規定は、

平成25年４月１日以後に利用の申請があった事業に係るものから適用し、同日

前に利用の申請があった事業に係るものについては、なお従前の例による。 

３ 改正後の別表第１（⑵地域活動支援センター事業の表及び⑷生活サポート事

業の表を除く。）の規定は、平成25年10月１日以後に利用の申請があった事業に

係るものから適用し、同日前に利用の申請があった事業に係るものについては、

なお従前の例による。 

４ 改正後の第２条の規定（「第５条第13項」を「第５条第12項」に、「同条第14項」

を「同条第13項」に改める部分に限る。）、第12条第２項の規定及び別表第１（⑷

生活サポート事業の表に限る。）の規定は、平成26年４月１日以後に利用の申請

があった事業に係るものから適用し、同日前に利用の申請があった事業に係る



 

ものについては、なお従前の例による。 

５ 第３項の規定にかかわらず、平成25年10月１日から平成26年３月31日までの

間における改正後の別表第１（⑶日中一時支援事業の表に限る。）の規定の適用

については、同表中「障害支援区分」とあるのは、「障害程度区分」とする。 

６ この要綱の施行の際現に改正前の春日井市地域生活支援事業実施要綱第10条

第１号の規定により登録を受けた者は、改正後の春日井市地域生活支援事業実

施要綱第10条第１号の規定により登録を受けた者とみなす。 

   附 則 

 この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成28年４月１日から施行する。ただし、平成28年３月31日以前

に利用した就労移行支援事業又は自立訓練事業に係る更生訓練費及び同日まで

に申請があった施設入所者就職支度金の給付については、なお従前の例による。 

２ 改正後の第６条第１項第４号の規定は、第９条第３項の規定により平成28年

４月１日以降の報酬として当該成年後見人等に支払われるものについて適用す

る。 

附 則 

 この要綱は、平成 29年４月１日から施行し、同日以後の給付の申請に係るもの

について適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行し、同日以後の給付の申請に係るもの

について適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成31年１月16日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 



 

この要綱は、令和元年12月１日から施行し、同日以後の日常生活用具の給付の

申請に係るものについて適用する。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は令和２年４月１日から施行する。ただし、第25条第１項第２号の

改正規定（「備えるものとし、」の次に「職員の配置の基準にあっては、施設長１

人及び利用者の数が15人までは指導員２人以上を配置することとし、利用者の

数が15人を超えるときは２人に、利用者の数が５人又はその端数を増すごとに、

１人を加えて得た数の指導員を配置することとする。」を加える部分に限る。以

下同じ。）は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の春日井市地域生活支援事業実施要綱の規定（第25条第１項第２号の

改正規定の規定を除く。）は、令和２年４月１日以後に実施する事業に係るもの

から適用し、同日前に実施した事業に係るものについては、なお従前の例によ

る。 

３ 改正後の春日井市地域生活支援事業実施要綱の規定（第25条第１項第２号の

改正規定の規定に限る。）は、令和３年４月１日以後に実施する事業に係るもの

から適用し、同日前に実施した事業に係るものについては、なお従前の例によ

る。 

附 則 

この要綱は、令和２年６月23日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の春日井市地域生活支援事業実施要綱の規定に

基づいて調製されている用紙類で現に使用されているものは、改正後の春日井

市地域生活支援事業実施要綱の規定にかかわらず、当分の間、そのまま又は所

要の訂正をして使用することがある。 



 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の春日井市地域生活支援事業実施要綱の規定は、令和４年４月１日以

後に実施する事業に係るものについて適用し、同日前に実施した事業に係るも

のについては、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際、改正前の春日井市地域生活支援事業実施要綱の規定に

基づいて調製されている用紙類で現に使用されているものは、改正後の春日井

市地域生活支援事業実施要綱の規定にかかわらず、当分の間、そのまま又は所

要の訂正をして使用することがある。 

   附 則 

この要綱は、令和４年11月１日から施行し、同日以後の申請に係る日常生活用 

具の給付について適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の春日井市地域生活支援事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日

以後の勤務に係る業務費の支給又は申請に係る自動車改造費の助成について適

用し、同日前の勤務に係る業務費又は申請に係る自動車改造費の助成について

は、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際、改正前の春日井市地域生活支援事業実施要綱の規定に

基づいて調製されている用紙類で現に使用されているものは、改正後の春日井

市地域生活支援事業実施要綱の規定にかかわらず、当分の間、そのまま又は所

要の訂正をして使用することがある。 



別表第１（第12条関係） 

 

⑴ 移動支援事業 

事業の類型 
市長が別に定める基準 区分 単位の期間 費用の額 

対象者 対象となる事項    

個別支援型

サービス 

（原則とし

て、対象者一

人に対して

一人のヘル

パーを派遣

する事業を

いう。） 

対象者は、手帳所持

者であって、次の各号

のいずれにも該当する

ものとする。ただし、障

害児については、障害

児の保護者が付き添え

ないと認められる正当

な理由がある場合に限

る。 

⑴  小学４年生以上

の者 

⑵  身体障害者につ

いては、体幹又は下

肢に１級の障害が

ある者、知的障害者

及び精神障害者に

ついては行動援護

対象者でない者 

対象となる移動支援

は、社会生活上必要不可

欠な外出及び余暇活動等

社会参加のための外出で

あって、自宅等（自宅並

びに最寄りの駅及びバス

停をいう。以下同じ。）か

ら目的地、目的地から自

宅等までの一連のものと

する。ただし、次の各号

のいずれかに該当する外

出を除く。 

⑴ 通勤、営業等の経済

活動に係る外出 

⑵ 通学等通年でかつ長

期にわたる外出 

⑶ 社会通念上適当でな

い外出 

⑷ 障害者団体等が特定

の対象者に限って行う

行事への参加 

⑸ 原則として１日の範

囲内で用務を終えない

外出 

⑹ ホームヘルパー自身

が運転する自動車、自

転車での外出 

食事、排泄

又は移動の

支援を必要

とする者 

 

30分未満 2,540円 

１時間 4,020円 

1.5時間 5,840円 

以後 30分

ごと 

830円 

上記以外の

者 

 

30分未満  1,050

円 

１時間 1,970円 

1.5時間 2,760円 

以後 30分

ごと 

700円 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業の類型 
市長が別に定める基準 

区分 単位の期間 
費用の

額 対象者 対象となる事項 

グループ支

援型サービ

ス 

（原則とし

て、対象者二

人に対して

一人のヘル

パー、もしく

は対象者三

人に対して

二人のヘル

パーを派遣

する事業を

いう。） 

対象者は、個別支援型

と同様とする。 

対象となる移動支援は、 

個別支援型と同様とする。 

食事、排泄

又は移動の

支援を必要

とする者 

 

30分未満 1,900円 

１時間 3,010円 

1.5時間 4,380円 

以後 30 分

ごと 

620円 

上記以外の

者 

 

30分未満 780円 

１時間 1,470円 

1.5時間 2,070円 

以後 30 分

ごと 

520円 



⑵ 地域活動支援センター事業 

市長が別に定める基準 単位の期間 費用の額 

対象者は、手帳所持者又は法第 54 条の規

定により自立支援医療の支給認定を受けて

いる者（政令第１条の２第３号に規定する精

神通院医療に限る。）とする。ただし、介護保

険対象者は、その利用につき原則週１回を支

給の限度とする。 

 

 

 

 

１回あたり 5,020円 

入浴加算 400円 

送迎加算（片道） 210円 

食事加算(生活保護、低所得１

及び２、一般１の者に限る。) 

420円 

 



⑶ 日中一時支援事業 

市長が別に定める基準 障害支援区分 単位の期間 費用の額 支給限度 

18歳以上（ただし障

害支援区分 1 以上の者

とする） 

１及び２ 0.75日（６時間超) 4,900円 介護給付費の

短期入所と合算

して、１月につき

７日以内（身体、

知的、精神のう

ち、２つ以上の障

害を有する場合

は 10 日以内、医

療的ケアを必要

とする場合は 14

日以内）とする。

ただし、利用する

時間に応じて

0.25 日単位での

利用ができるも

のとする。 

 原則として、日

中活動系サービ

スを利用した日

については、日中

一時支援を利用

することはでき

ない。 

0.5日(４時間超６時間以下) 3,670円 

0.25日（４時間以下） 2,450円 

３ 0.75日 5,620円 

0.5日 4,210円 

0.25日 2,810円 

４ 0.75日 6,240円 

0.5日 4,680円 

0.25日 3,120円 

５ 0.75日 7,570円 

0.5日 5,670円 

0.25日 3,780円 

６ 0.75日 8,900円 

0.5日 6,670円 

0.25日 4,450円 

18歳未満（ただし、

身体障害者手帳、療育

手帳、精神障害者手帳

のいずれかの手帳所持

者とする。） 

１ 0.75日 4,900円 

0.5日 3,670円 

0.25日 2,450円 

２ 0.75日 5,930円 

0.5日 4,440円 

0.25日 2,960円 

３ 0.75日 7,570円 

0.5日 5,670円 

0.25日 3,780円 

重心 0.75日 24,000円 

0.5日 18,000円 

0.25日 12,000円 

その他 

（遷延性） 
0.75日 14,000円 

0.5日 10,500円 

0.25日 7,000円 

送迎加算（片道） 540円 

食事加算(生活保護、低所得１及び２、一般１の者に限る。) 420円 

 

 



⑷ 訪問入浴サービス事業 

市長が別に定める基準 単位の期間 費用の額 支給限度 

 対象者は、日常生活において全面介助を要す

る身体障害者福祉法施行規則（昭和 25 年厚生

労働省令第 15 号）別表第５号身体障害者障害

程度等級表に掲げる肢体不自由１級又は２級

の者であって、生活介護又は地域活動支援セン

ター事業の障害福祉サービス等において、入浴

介護を受けることが困難な者。ただし、介護保

険対象者を除く。 

 

１回 13,130円 利用回数は、１月に

つき９回を限度とす

る。 

 



 

別表第２（第 27条関係） 

 

⑴ 介護・訓練支援用具 

種 目 性 能 等 対 象 者 基準額 耐用年数 

特殊寝台 

（訓練用ベ

ッド） 

腕､脚等の訓練のできる

器具を付帯し、原則とし

て使用者の頭部及び脚部

の傾斜角度を個別に調整

できる機能を有するもの 

学齢児以上で、下肢又は体

幹機能障害２級以上の者 

166,320円 ８年 

特殊マット 褥瘡の防止又は失禁等に

よる汚染又は損耗を防止

できる機能を有するもの 

３歳以上で、下肢若しくは

体幹機能障害２級以上、又

は療育手帳の判定が重度

若しくは最重度のいずれ

かの者のうち、常時介護を

要するもの 

21,500円 ５年 

特殊尿器 尿が自動的に吸引される

もので、障害者又は介護

者が容易に使用し得るも

の 

学齢児以上で、下肢又は体

幹機能障害１級の常時介

護を要する者 

72,360円 ５年 

入浴担架 障害者を担架に乗せたま

まリフト装置により入浴

させるもの 

３歳以上で、下肢又は体幹

機能障害２級以上の者の

うち、入浴に当たって、家

族等他人の介助を要する

もの 

90,600円 ５年 

体位変換器 介助者が障害者の体位を

変換させるのに容易に使

用し得るもの 

学齢児以上で、下肢又は体

幹機能障害２級以上の者

のうち、下着交換等に当た

って､家族等他人の介助を

要するもの 

16,200円 ５年 

移動用リフ

ト 

介護者が重度身体障害者

を移動させるに当たっ

て、容易に使用し得るも

の（天井走行型その他住

宅改修を伴うものを除

く。） 

３歳以上で、下肢又は体幹

機能障害２級以上の者 

159,000円 ４年 

訓練いす 原則として付属のテーブ

ルを付けるものとする 

３歳以上 18 歳未満で、下

肢又は体幹機能障害２級

以上の者 

36,300円 ５年 



 

⑵  自立生活支援用具 

種 目 性 能 等 対 象 者 基準額 耐用年数 

入浴補助用

具 

入浴時の移動、座位の保

持、浴槽への入水等を補

助でき、障害者又は介助

者が容易に使用し得るも

の（設置に当たり住宅改

修を伴うものを除く。） 

３歳以上で、下肢障害４

級又は体幹機能障害３級

以上の者のうち、入浴に

介助を必要とするもの 

99,000円 ８年 

便器 障害者が容易に使用し得

るもの（手すりを含む。取

替えに当たり住宅改修を

伴うものを除く。） 

学齢児以上で、下肢障害

４級又は体幹機能障害３

級以上の者 

11,000円 ８年 

Ｔ字状・棒

状のつえ 

１本のみの使用で歩行を

安定させることができ、

障害者が容易に使用でき

るもの (夜光材等も含

む。) 

下肢・体幹・平衡・移動機

能に障害を有し、歩行可

能な者 

木材製 

3,800円 

 

軽金属製 

4,900円 

３年 

移動・移乗

支援用具 

障害者の身体機能の状態

を十分踏まえ、必要な強

度と安全性を有し、転倒

防止、立ち上がり動作の

補助、移乗動作の補助、

段差解消等のできる手す

り、スロープ等（設置に

当たり住宅改修を伴うも

のを除く。） 

３歳以上で、平衡機能又

は下肢若しくは体幹機能

に障害を有し、家庭内の

移動において介助を必要

とする者 

66,000円 ８年 

頭部保護帽 転倒の衝撃から頭部を保

護できるもの 

 

身体障害者手帳、療育手

帳又は精神障害者保健福

祉手帳のいずれかを所持

し、てんかん等の発作又

は身体の状態により歩行

が不安定等の理由により

頻繁に転倒するため、必

要と認められる者 

スポンジ、革が

主材料のもの 

15,200円 

 

スポンジ、革、プ

ラスチックが主

材料のもの 

36,750円 

３年 

特殊便器 温水温風を出し、障害者

が容易に使用し得るもの

（取替えに当たり住宅改

修を伴うものを除く。） 

学齢児以上で、上肢障害

２級以上、又は療育手帳

の判定が重度若しくは最

重度の者 

166,300円 ８年 

 



 

火災警報器 室内の火災を煙又は熱に

より感知し、音又は光を

発し屋外にも警報ブザー

で知らせ得るもの 

身体障害２級以上、又は

療育手帳の判定が重度若

しくは最重度の者（火災

発生の感知及び避難が著

しく困難な障害者のみの

世帯及びこれに準ずる世

帯） 

17,000円 ８年 

自動消火器 室内温度の異常上昇又は

炎の接触で自動的に消火

液を噴射し初期火災を消

火し得るもの 

身体障害２級以上、又は

療育手帳の判定が重度若

しくは最重度の者（火災

発生の感知及び避難が著

しく困難な障害者のみの

世帯及びこれに準ずる世

帯） 

31,500円 ８年 

電磁調理器 視覚障害者が容易に使用

し得るもの 

18歳以上で、視覚障害２

級以上の者（視覚障害者

のみの世帯及びこれに準

ずる世帯） 

45,100円 ６年 

歩行時間延

長信号機用

小型送信機 

視覚障害者が容易に使用

し得るもの 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者 

7,000円 10年 

聴覚障害者

用屋内信号

装置 

声､音声等を視覚、触覚等

により知覚できるもの 

12歳以上で、聴覚障害２

級の者（聴覚障害者のみ

の世帯及びこれに準ずる

世帯） 

87,400円 10年 

視覚障害者

生活支援用

具 

音声、凸線等により知覚

でき、日常生活や学習等

を補助するもので、視覚

障害者が容易に使用し得

るもの 

視覚障害２級以上の者 30,000円 ５年 

 

（注１) Ｔ字状・棒状のつえ、頭部保護帽については、入院中及び施設入所中の者にも給付でき

るものとする。 

（注２） 入浴補助用具、移動・移乗支援用具及び頭部保護帽については、障害の状態等が変化し、

前回給付したもので日常生活が送れないと医師が認めた場合、耐用年数内でも給付できる

ものとする。 

（注３） 入浴補助用具、移動・移乗支援用具、聴覚障害者用屋内信号装置及び視覚障害者生活支

援用具については、用具の種類が異なる場合に限り、最初の支給決定に係る当該用具の耐

用年数内において基準額まで複数回給付できるものとする。 

 



 

⑶ 在宅療養等支援用具 

種 目 性 能 等 対 象 者 基準額 耐用年数 

透析液加温

器 

透析液を加温し、一定温

度に保つもの 

３歳以上で、腎臓機能障

害の者 

51,500円 ５年 

ネブライザ

ー 

障害者又は介助者が容易

に使用し得るもの 

次のいずれかを満たして

いるもの 

ア 呼吸器機能障害又は

音声言語機能障害で喉

頭を摘出した者 

イ アに該当する者を除

いた手帳所持者で、医

師が必要と認めた者 

39,600円 ５年 

電気式たん

吸引器 

障害者又は介助者が容易

に使用し得るもの 

次のいずれかを満たして

いるもの 

ア 呼吸器機能障害又は

音声言語機能障害で喉

頭を摘出した者 

イ アに該当する者を除

いた手帳所持者で、医

師が必要と認めた者 

62,000円 ５年 

酸素ボンベ

運搬車 

障害者が容易に使用し得

るもの 

医療保険における在宅酸

素療法を行う者 

18,700円 10年 

視覚障害者

用 体 温 計

（音声式） 

視覚障害者が容易に使用

し得るもの 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者 

9,000円 ５年 

聴覚障害者

用体温計 

聴覚障害者が容易に使用

し得るもの 

聴覚障害３級以上の者

（聴覚障害者のみの世帯

及びこれに準ずる世帯） 

5,000円 ５年 

視覚障害者

用体重計 

視覚障害者が容易に使用

し得るもの 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者（視覚障害

者のみの世帯） 

18,000円 ５年 

動脈血中酸

素飽和度測

定器（パル

スオキシメ

ーター） 

障害者又は介助者が容易

に使用し得るもの 

手帳所持者で、人工呼吸

器の装着又は医療保険に

おける在宅酸素療法が必

要と医師が認めた者 

人工呼吸器の装

着が必要な者 

173,200円 

 

在宅酸素療法が

必要な者 

42,700円 

５年 

  



 

人工鼻 障害者又は介助者が容易

に使用し得るもの 

身体障害者手帳、療育手

帳又は精神障害者保健福

祉手帳のいずれかを所持

し、人工呼吸器の装着又

は気管切開が必要と医師

が認めた者 

10,700円 

（1か月当たり） 

― 

音声言語機能障害者で喉

頭を摘出した者 

24,200円 

（1か月当たり） 
― 

人工呼吸器

用バッテリ

ー 

使用している人工呼吸器

専用のバッテリー（充電

器及びインバーター等を

含む。） 

呼吸器機能障害３級以上

又は同程度の身体障害を

有し、人工呼吸器の装着

が必要と医師が認めた者 

200,000円 ５年 

自家発電機 ＡＣ100Ｖ（正弦波）の出

力ができ、人工呼吸器用

のバッテリー等を充電で

きるもの 

100,000円 10年 

外部バッテ

リー又はポ

ータブル電

源 

ＡＣ100Ｖ（正弦波）の出

力ができ、使用する医療

機器の消費電力（Ｗ）に対

応できるもの 

呼吸器機能障害３級以上

又は同程度の身体障害を

有し、電気式たん吸引器

又はネブライザーを使用

しているもので、呼吸管

理が必要と医師が認めた

者 

50,000円 ５年 

 

(注１) 人工鼻については、入院中及び施設入所中の者にも給付できるものとする。 

(注２) 人工鼻については、診療報酬の対象となる範囲を超えたものについて支給する。 

(注３) 人工呼吸器用バッテリー、外部バッテリー又はポータブル電源については、最初の支給決

定に係る当該用具の耐用年数内において基準額まで複数回給付できるものとする。 

(注４) 外部バッテリー又はポータブル電源については、日常生活用具給付履歴等で電気式たん

吸引器又はネブライザーの使用が確認できる場合、医師の意見書を省略することができる

ものとする。 

 



 

⑷ 情報・意思疎通支援用具 

種 目 性 能 等 対 象 者 基準額 耐用年数 

携帯用会話

補助装置 

携帯式で、ことばを音声又は

文章に変換する機能を有し、

障害者が容易に使用し得る

もの 

学齢児以上で、音声言語

機能障害者又は肢体不自

由者のうち、発声又は発

語に著しい障害を有する

もの 

98,800円 ５年 

情報・通信

支援用具 

情報機器（パーソナルコンピ

ュータ）を使用する際に必要

となる周辺機器、ソフト等

で、障害があることにより必

要となり、かつ社会参加の促

進を図ることができるもの 

学齢児以上で、視覚又は

上肢障害２級以上の者 

110,000円 ６年 

点字ディス

プレイ 

文字等のコンピュータの画

面情報を点字等により示す

ことのできるもの 

 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者 

383,500円 ６年 

点字器 視覚障害者が容易に使用し

得るもの 

 

標準型 

32マス 18行程度、両面書

のもの 

 

携帯用 

32 マス、金属製は４行程

度、プラスチック製は 12 行

程度、片面書のもの 

学齢児以上の視覚障害者

で、日常生活に点字を必

要とするもの 

標準型 

金属製 

10,400円 

プラスチッ

ク製 

6,600円 

 

携帯用 

金属製 

7,200円 

プラスチッ

ク製 

1,650円 

標準型 

７年 

 

 

 

 

 

携帯用 

５年 

点字タイプ

ライター 

視覚障害者が容易に使用し

得るもの 

視覚障害２級以上の者

（就労若しくは就学して

いる者又は就労が見込ま

れる者に限る。） 

63,100円 ５年 

視覚障害者

用ポータブ

ルレコーダ

ー 

音声等により操作ボタンが

知覚又は認識でき、かつ、Ｄ

ＡＩＳＹ方式による録音並

びに当該方式により記録さ

れた図書の再生が可能な製

品であって、視覚障害者が容

易に使用し得るもの 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者 

89,800円 ６年 



 

音声ＩＣタ

グレコーダ

ー 

視力に障害を有する者の物

の識別を容易にする製品で

あって、点字、凸線等により

操作ボタンが知覚でき、か

つ、ＩＣタグその他の集積回

路とアンテナを内蔵する物

品の持つ識別情報を無線に

より読み取り、当該識別情報

と音声データを関連付け、音

声データを音声信号に変換

して出力する機能及び音声

により操作方法に関する案

内を行う機能を有するもの 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者 

59,800円 ６年 

視覚障害者

用活字文書

読上げ装置 

文字情報と同一紙面に記載

された当該文字情報を暗号

化した情報を読み取り、音声

信号に変換して出力する機

能を有するもので、視覚障害

者が容易に使用し得るもの 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者 

115,000円 ６年 

視覚障害者

用拡大読書

器 

画像入力装置を読みたいも

の（印刷物等）の上におくこ

とで、簡単に拡大された画像

（文字等）をモニターに映し

出せるもの又は音声で読み

上げるもの 

学齢児以上の視覚障害者

で、本装置により文字等

を読むこと又は音声で認

識することが可能になる

者 

198,000円 ８年 

視覚障害者

用時計 

視覚障害者が容易に使用し

得るもの 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者 

13,300円 10年 

視覚障害者

用地デジ対

応ラジオ 

地上デジタル放送を受信し、

かつ、災害時の緊急放送を受

信すると自動的に起動する

機能を有するもので、視覚障

害者が容易に使用し得るも

の 

学齢児以上で、視覚障害

２級以上の者 

29,500円 ５年 

聴覚障害者

用通信装置 

一般の電話に接続すること

ができ、音声の代わりに、文

字等により通信が可能な機

器であり、障害者が容易に使

用できるもの 

学齢児以上で、聴覚障害

４級以上又は音声言語機

能障害を有し、コミュニ

ケーション、緊急連絡等

の手段として必要と認め

られる者 

44,000円 ５年 



 

聴覚障害者

用情報受信

装置 

字幕及び手話通訳付きの聴

覚障害者用番組並びにテレ

ビ番組に字幕及び手話通訳

の映像を合成したものを画

面に出力する機能を有し､か

つ、災害時の聴覚障害者向け

緊急信号を受信するもので、

聴覚障害者が容易に使用し

得るもの 

聴覚障害者で、本装置に

よりテレビの視聴が可能

になる者 

88,900円 ６年 

携帯用信号

装置 

送信機による合図が、視覚、

触覚等により知覚できるも

の 

学齢児以上で、聴覚障害

又は音声言語機能障害３

級以上の者 

20,500円 ６年 

人工喉頭 笛式 

呼気によりゴム等の膜を

振動させ、ビニール等の管を

通じて音源を口腔内に導き

構音化するもの（気管カニュ

ーレ付を含む。） 

 

電動式 

顎下部等にあてた電動板

を駆動させ経皮的に音源を

口腔内に導き構音化するも

の（電池又は充電器代を含

む。） 

喉頭摘出により音声機能

を喪失した者 

笛式 

8,100円 

 

電動式 

70,100円 

笛式 

４年 

 

電動式 

５年 

視覚障害者

用図書 

月間や週間等で発行されて

いる雑誌を除く点字図書、大

活字図書又はＤＡＩＳＹ図

書 

視覚障害者で、主に情報

の入手を点字、大活字又

はＤＡＩＳＹ方式により

記録された図書によって

いる者 

年間 

60,000円 

― 

人工内耳用

電池 

人工内耳外部装置用の電池

として、対象者が容易に使用

し得るもの 

聴覚障害を有し、人工内

耳埋込手術を受け、現に

装用している者 

空気亜鉛電

池 

月額 2,500円 

 

充電池 

24,400円 

空気亜鉛

電池 

― 

 

充電池 

２年 

人工内耳用

充電器 

人工内耳外部装置用の充電

池に適合する充電器で、対象

者が容易に使用し得るもの 

聴覚障害を有し、人工内

耳埋込手術を受け、現に

装用している者 

25,400円 ５年 



 

人工内耳体

外装置 

人工内耳用音声信号処理装

置、マイクロホン、送信コイ

ル、送信ケーブル、マグネッ

ト及び接続ケーブル等で、対

象者が容易に使用し得るも

の（民間保険及び医療保険が

適用されるものを除く。） 

聴覚障害を有し、人工内

耳埋込手術を受け、現に

装用している体外装置が

５年以上経過している者 

203,700円 ５年 

療育支援用

具 

言語訓練、手先訓練、数的訓

練、認知訓練、コミュニケー

ション訓練等が可能な製品

であって、対象者が容易に使

用し得るもの 

18歳未満で、療育手帳又

は精神障害者保健福祉手

帳を所持する者であっ

て、用具の使用により療

育の効果が見込まれる者 

30,000円 ３年 

暗所視支援

眼鏡 

高感度カメラで捉えた微光

を増幅させる機能を有し、眼

鏡のディスプレイに鮮明な

画像として投射できるもの

で、視覚障害者が容易に使用

し得るもの 

学齢児以上の視覚障害者

で、夜盲又は視野狭窄が

あり、医師が必要と認め

た者 

395,000円 ８年 

音声色彩判

別装置 

色彩を音声で知らせるもの

で、視覚障害者が容易に使用

し得るもの 

視野障害を除く視覚障害

２級以上の者 
47,000円 10年 

 

（注１） 聴覚障害者用通信装置及び聴覚障害者用情報受信装置を除く種目については、入院中及

び施設入所中の者にも給付できるものとする。 

（注２） 規則第33条第１項ただし書の規定は、視覚障害者用図書の給付には適用しない。 

（注３） 情報・通信支援用具については、障害の状態等が変化し、前回給付したもので日常生活

が送れないと医師が認めた場合、耐用年数内でも給付できるものとする。 

（注４） 情報・通信支援用具については、用具の種類が異なる場合に限り、最初の支給決定に係

る当該用具の耐用年数内において基準額まで複数回給付できるものとする。 

（注５） 療育支援用具については、最初の支給決定に係る当該用具の耐用年数内において基準額

まで複数回給付できるものとする。 



 

⑸ 排泄管理支援用具 

種 目 性 能 等 対 象 者 基準額 耐用年数 

ストーマ装

具 

 

低刺激性の粘着材を使用

した密封型若しくは下部

開放型の収納袋又は密封

型の収尿袋で尿処理用の

キャップ付のものであっ

て、ラテックス製又はプ

ラスチックフィルム製の

もの 

ストーマを複数造設して

いる場合は、基準額×ス

トーマの数とする 

ストーマ装具（消化器系） 

直腸機能障害で、スト

ーマを造設した者 

 

 

 

ストーマ装具（尿路系） 

膀胱機能障害で、スト

ーマを造設した者 

ス ト ー マ 装 具

（消化器系） 

9,460円 

（ １ か 月 当 た

り） 

 

ス ト ー マ 装 具

（ 尿 路 系 ）

12,430円 

（ １ か 月 当 た

り） 

ストーマ

装具（消

化器系） 

― 

 

 

ストーマ

装具（尿

路系） 

― 

収尿器 からだに固定して尿を溜

めておくもので、障害者

が容易に使用できるもの

（収尿器を清潔に保たな

ければならないときは、

２個交付することができ

る） 

下肢・体幹機能障害で、排

尿障害（特に失禁）のある

者 

男性用 

7,700円 

 

女性用 

8,500円 

１年 

紙おむつ等

（ 紙 お む

つ、脱脂綿

等、洗腸用

具のうちい

ず れ か 一

つ） 

紙おむつ 

 介助者が容易に使用で

きるもの 

 

脱脂綿等 

脱脂綿、サラシ、ガーゼ

等衛生用品で、介助者が

容易に使用できるもの 

 

洗腸用具 

介助者が容易に使用で

きるもの 

３歳以上の者で、次のい

ずれかを満たし、必要が

あると認められるもの 

 

ア ストーマの著しい変

形若しくはストーマ周

辺の著しい皮膚のびら

んのため、ストーマ用

装具を装着できない者 

 

イ 二分脊椎等先天性疾

患（先天性鎖肛を除く）

に起因する神経障害に

よる高度の排尿機能障

害又は高度の排便機能

障害のある者 

 

ウ 先天性鎖肛に対する

肛門形成術に起因する

高度の排便機能障害の

ある者 

紙おむつ等 

13,200円 

（ １ か 月 当 た

り） 

 

脱脂綿等 

13,200円 

（ １ か 月 当 た

り） 

 

洗腸用具 

13,200円 

紙おむつ 

― 

 

 

 

脱脂綿等 

― 

 

 

 

洗腸用具 

0.5年 



 

   

エ 脳性麻痺等脳原性運

動機能障害（＊注１）が

６歳未満に発生したこ

とにより、排尿若しく

は排便の意思表示が言

語に限らずあらゆる方

法によってもできない

者（＊注２） 

  

 

(注) ストーマ装具、紙おむつ等、収尿器については、入院中及び施設入所中の者にも給付できる

ものとする。 

 

＊注１ 具体的には、脳性麻痺、低酸素性脳障害、頭蓋内出血、髄膜炎、脳炎、頭部外傷、低         

血糖症、核黄疸をいう。 

＊注２ 具体的には、自分でトイレに行けない、かつ、自力で便座に座ることができない、かつ介

助による定期排便ができない者をいう。 

 

 



 

⑹ 住宅改修費 

種 目 性 能 等 対 象 者 基準額 耐用年数 

居宅生活動

作補助用具 

障害者の移動等を円滑に

する次の居宅生活動作補

助用具と住宅改修 

ア 手すりの取付け 

イ 段差の改修 

ウ 滑り防止及び移動の

円滑化等のための床又

は通路面の材料の変更 

エ 引き戸等への扉の取

替え 

オ 洋式便器等への便器

の取替え 

カ その他アからオまで

の住宅改修に付帯して

必要となる住宅改修 

視覚、下肢若しくは体幹

機能障害又は乳幼児期以

前の非進行性の脳病変に

よる運動機能障害（移動

機能障害に限る。）を有す

る者で、障害等級３級以

上のもの。ただし、特殊便

器への取替えをする場合

は上肢障害２級以上の者

に限る。 

220,000円 １家屋につ

き基準額ま

で複数回給

付可能。ただ

し、家屋を移

転した場合、

直前の申請

から５年を

経過しない

時は申請で

きない。 

 



別表第３（第 27条関係） 

種 目 性能等 対象者 基準額 耐用年数 

特殊寝台（訓練

用ベッド） 

腕、脚等の訓練のできる器

具を付帯し、原則として使

用者の頭部及び脚部の傾

斜角度を個別に調整でき

る機能を有するもの 

寝たきり状態にある者 166,320円 ８年 

特殊マット 褥瘡の防止又は失禁等に

よる汚染又は損耗を防止

できる機能を有するもの 

寝たきり状態にある者 21,500円 ５年 

特殊尿器 尿が自動的に吸引される

もので、難病患者等又は介

助者が容易に使用し得る

もの 

自力で排尿できない者 72,360円 ５年 

体位変換器 介助者が難病患者等の体

位を変換させるのに容易

に使用し得るもの 

寝たきり状態にある者 16,200円 ５年 

移動用リフト 介護者が難病患者等を移

動させるのにあたって、容

易に使用し得るもの（天井

走行型その他住宅改修を

伴うものを除く。） 

下肢又は体幹機能に障

害のある者 

159,000円 ４年 

入浴補助用具 入浴時の移動、座位の保

持、浴槽への入水等を補助

でき、難病患者等又は介助

者が容易に使用し得るも

の（設置に当たり住宅改修

を伴うものを除く。） 

入浴に介助を要する者 99,000円 ８年 

便器 難病患者等が容易に使用

し得るもの（手すりを含

む。取替えに当たり住宅改

修を伴うものを除く。） 

常時介護を要する者 11,000円 ８年 

移動・移乗支援

用具 

おおむね次のような機能

を有する手すり、スロープ

等で、難病患者等の身体機

能の状態を十分踏まえ、必

要な強度と安定性を有し、

転倒防止、立ち上がり動作

の補助、移乗動作の補助、

段差解消等の用具となる

もの（設置に当たり住宅改

修を伴うものを除く。） 

下肢が不自由な者 66,000円 ８年 



特殊便器 温水温風を出し、難病患者

等が容易に使用し得るも

の（取替えに当たり住宅改

修を伴うものを除く。） 

上肢機能に障害がある

者 

166,300円 ８年 

自動消火器 室内温度の異常上昇又は

炎の接触で自動的に消火

液を噴射し、初期火災を消

火し得るもの 

火災発生の感知及び避

難が著しく困難な難病

患者等のみの世帯及び

これに準ずる世帯 

31,500円 ８年 

ネブライザー 難病患者等又は介助者が

容易に使用し得るもの 

呼吸器機能に障害のあ

る者 

39,600円 ５年 

電気式たん吸

引器 

難病患者等又は介助者が

容易に使用し得るもの 

呼吸器機能に障害のあ

る者 

62,000円 ５年 

居宅生活動作

補助用具 

難病患者等の移動等を円

滑にする次の居宅生活動

作補助用具と住宅改修 

ア 手すりの取付け 

イ 段差の改修 

ウ 滑り防止及び移動の

円滑化等のための床又

は通路面の材料の変更 

エ 引き戸等への扉の取

替え 

オ 洋式便器等への便器

の取替え 

カ その他アからオまで

の住宅改修に付帯して

必要となる住宅改修 

下肢又は体幹機能に障

害のある者 

220,000円 １家屋につ

き基準額ま

で複数回給

付可能。た

だし、家屋

を移転した

場合、直前

の申請から

５年を経過

しない時は

申請できな

い。 

動脈血中酸素

飽和度測定器

（パルスオキ

シメーター） 

難病患者等又は介助者が

容易に使用し得るもの 

人工呼吸器の装着又は

医療保険における在宅

酸素療法が必要な者 

人工呼吸器

の装着が必

要な者 

173,200円 

 

在宅酸素療

法が必要な

者 

42,700円 

５年 

人工鼻 難病患者等又は介助者が

容易に使用し得るもの 

人工呼吸器の装着又は

気管切開が必要な者 

10,700円 

（1 か月当

たり） 

― 

紫外線カット

クリーム 

紫外線をカットできるも

の 

紫外線に対する防御機

能が著しく欠けて、が

んや神経障害を起こす

ことがある者 

41,500円 

（年度当た

り） 

― 



人工内耳用電

池 

人工内耳外部装置用の電

池として、対象者が容易に

使用し得るもの 

聴覚障害を有し、人工

内耳埋込手術を受け、

現に装用している者 

空気亜鉛電

池 

月額 2,500

円 

 

充電池 

24,400円 

空気亜鉛電

池 

― 

 

 

充電池 

２年 

人工内耳用充

電器 

人工内耳外部装置用の充

電池に適合する充電器で、

対象者が容易に使用し得

るもの 

聴覚障害を有し、人工

内耳埋込手術を受け、

現に装用している者 

25,400円 ５年 

人工内耳体外

装置 

人工内耳用音声信号処理

装置、マイクロホン、送信

コイル、送信ケーブル、マ

グネット及び接続ケーブ

ル等で、対象者が容易に使

用し得るもの（民間保険及

び医療保険が適用される

ものを除く。） 

聴覚障害を有し、人工

内耳埋込手術を受け、

現に装用している体外

装置が５年以上経過し

ている者 

203,700円 ５年 

暗所視支援眼

鏡 

高感度カメラで捉えた微

光を増幅させる機能を有

し、眼鏡のディスプレイに

鮮明な画像として投射で

きるもので、視覚障害者が

容易に使用し得るもの 

夜盲又は視野狭窄のあ

る者 
395,000円 ８年 

人工呼吸器用

バッテリー 

使用している人工呼吸器

専用のバッテリー（充電器

及びインバーター等を含

む。） 

人工呼吸器の装着が必

要な者 
200,000円 ５年 

自家発電機 ＡＣ100Ｖ（正弦波）の出

力ができ、人工呼吸器用の

バッテリー等を充電でき

るもの 

100,000円 10年 

外部バッテリ

ー又はポータ

ブル電源 

ＡＣ100Ｖ（正弦波）の出

力ができ、使用する医療機

器の消費電力（Ｗ）に対応

できるもの 

呼吸器機能障害を有

し、電気式たん吸引器

又はネブライザーを使

用している者 

50,000円 ５年 

  

（注１） 人工鼻、人工内耳用電池、人工内耳用充電器及び人工内耳体外装置については、入院

中及び施設入所中の者にも給付できるものとする。 

（注２） 人工鼻については、診療報酬の対象となる範囲を超えたものについて支給する。 

（注３） 入浴補助用具及び移動・移乗支援用具については、障害の状態等が変化し、前回給付

したもので日常生活が送れない場合、耐用年数内でも給付できるものとする。 



（注４） 入浴補助用具及び移動・移乗支援用具については、用具の種類が異なる場合に限り、

最初の支給決定に係る当該用具の耐用年数内において基準額まで複数回給付できるもの

とする。 

（注５） 人工呼吸器用バッテリー、外部バッテリー又はポータブル電源については、基準額ま

で複数台給付できるものとする。 

（注６） 外部バッテリー又はポータブル電源については、日常生活用具給付履歴等で電気式た

ん吸引器又はネブライザーの使用が確認できる場合、医師の意見書を省略することがで

きるものとする。 



第１号様式（第９条関係） 

 

成年後見人等報酬費用助成金支給申請書 

 

年  月  日 

（宛先） 春日井市長   

 

申請者  住所 

      

氏名              

 

成年後見人等に対する報酬費用の助成を受けたいので、次のとおり申請しま

す。 

 

成
年
被
後
見
人
等 

氏  名  生年月日  

住  所  電話番号  

施設等入所先  

成
年
後
見
人
等 

氏名  生年月日  

住所  電話番号  

後見等の内容

（○で囲む。） 
成年後見   保佐   補助 

助成期間 年  月  日から   年  月  日まで    

成年後見人等 

報酬申請額 
            円 

金融機関名 
  

預 金 科 目 
１ 普通預金 

２ 当座預金 
口座番号 

       

口座名義人 

カ
ナ 

 

漢
字 

 

※口座振替のできる金融機関は、郵便局以外の金融機関とします。 



第２号様式（第９条の２関係） 

 

成年後見人等報酬費用助成金支給決定通知書 

 

                              第   号  

 年 月 日  

 

       様 

 

春日井市長      印 

       

 

  年  月  日付けで申請のありました成年後見人等報酬費用助成金に

ついては、次のとおり支給することに決定しましたので通知します。 

 

 

１ 成年被後見人等 

    

 

  

 

２ 成年後見人等 

 

    

 

 

３ 助成期間 

 

 

 

 

４ 助成金額 



第３号様式（第９条の２関係） 

 

成年後見人等報酬費用助成金支給却下通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

春日井市長        印  

 

   年  月  日付けで申請のありました成年後見人等報酬費用助成金に

ついては、次のとおり却下することに決定しましたので通知します。 

 

１ 成年被後見人等 

 

 

 

 

２ 成年後見人等 

 

 

 

 

３ 却下理由 



第３号様式の２（第 10 条の２関係）  

 

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏 

 

 

 

                裏                   

 

 

 

 

 

 備考 用紙の大きさは、縦 60 ミリメートル、横 95 ミリメートルとする。 

    写真の大きさは、縦 30 ミリメートル、横 24 ミリメートルとする。 

                                                                                

第    号  

手話通訳者 

要約筆記者登録証  

     

 

         氏名             

 

         上記の者は、春日井市手話通訳者（要約

筆記者）であることを証明する。  

 

年 月 日  

 

 

 春日井市長      印  

 

写

真 

１ 本証は、業務を行うに当たっては、常に携帯しなければ

ならない。  

２ 本証は、関係者から請求を受けたときは、提示しなけれ

ばならない。  

３ 本証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。  

４ 本証を汚損、毀損又は紛失したときは、速やかにその  

事由を付して市長に届け出なければならない。  

５ 本証は、職務を退いたときは、速やかに市長に返還しな  

ければならない。  

６ 本証の有効期限は、交付の日から２年とする。  

 

 

 

 

 



第４号様式（第18条関係）

　    　    　年　　　　月　　　　日

（　請　求　先　）

〒

 様

下記のとおり請求します。

請求額

円

月分

千百万

地域生活支援サービス費等 請求書

請
求
事
業
者

指定事業所番号

住　所
（所在地）

電話番号

名　称

職・氏名

合　　　計

春日井市長

件数区　　　　分

年

請求金額

備考



第５号様式（第18条関係）

当月地域生活支援サービス費請求額(①－②－③)

（ｃ）

請
求
額 （ｂ）もしくは（ａ）か（ｃ）の内少ない額

枚目枚中

サービス内容

費
用
の
額
計
算
欄

備考

合     計

１割額 備考回数報酬単価サービスコード

利用者負担上限額
管理事業所

管理結果額（ｂ）管理結果

事業所名称

事業所番号

支 給 決 定 に 係 る

障 害 児 氏 名

利用者負担上限月額（ａ）　

支 給 決 定 障 害 者 等

氏 名

受 給 者 証 番 号 請
求
事
業
者

月分年

地域生活支援サービス費等 明細書

（移動支援事業、地域活動支援センター事業、日中一時支援事業、生活サポート事業、訪問入浴サービス事業）

指定事業所番号

事業者及び
その事業所

の名称

報酬額

内訳

サービス総合計報酬額 (①)

自己負担額(②)

過誤訂正（③）

当月算定額



第6号様式（第18条関係）

        　　年　　月分 移動支援事業提供実績記録票

算定
時間

送迎

サービス提供時間
備考

円

送迎

移動支援事業提供計画
利用者
確認欄

事業所番号

サービス
提供者欄

送迎

支給決定障害者等氏名

事業者及び
その事業所

（障害児氏名）

派
遣
人
数

受給者証
番　　　号

契約支給量

計画
時間数

終了時間開始時間

日
付

曜
日 開始時間 終了時間

枚枚中

合計

移動支援Ａ 移動支援Ｂ

利用者負担額上限月額



第７号様式（第18条関係）

      　　年　　月分 地域活動支援センター事業提供実績記録票

回

利用者
確認欄

受給者証
番　　　号

送迎加算

サービス提供実績

備考

支給決定障害者等氏名 事業所番号

（障害児氏名）
事業者及び
その事業所契約支給量

入浴加算時間数

日
付

曜
日 開始時間 終了時間

回合計 回 回

利用者負担額
上限月額 円

給食加算



第8号様式（第18条関係）

日中一時支援事業提供実績記録票 #

　　年　　月　　日

（障害児氏名）
事業者及び
その事業所契約支給量

利用者負担額上
限月額

受給者証
番　　　号

支給決定障害者等氏名 事業所番号

利用者
確認欄 備考

食事
加算

送迎
加算

日付 曜日 開始時間 終了時間 算定時間

合計



第9号様式（第18条関係）

　　　　　年　　月分 訪問入浴サービス事業提供実績記録票

事業所番号

（障害児氏名）
事業者及び
その事業所契約支給量

支給決定障害者等氏名受給者証
番　　　号

派遣人数
利用者
確認欄

備考
日
付

曜
日

訪問回数 開始時間 終了時間 時間数

合計時間数



第１０号様式（第21条関係）

指定地域生活支援サービス事業者指定申請書

　　　　　年　　月　　日
（宛先）　春日井市長

　申請者 所在地
名　称
代表者の氏名

実施 実施
事業 事業

法人である場合その種別

主たる事務所の所在地
（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）
　　　　　　　　　県　　　　　　　　　郡 ・市

法人所轄庁

　　次のとおり指定地域生活支援サービス事業者に係る指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
の
種
類

申
請
者

（
設
置
者

）

フ　　リ　　ガ　　ナ

名　　　　　　　称

電話番号 Ｆ Ａ Ｘ 番 号

代表者の職・氏名 職　　　　　名
フ　リ　ガ　ナ
氏　　　　　名

連絡先

フ　リ　ガ　ナ

名　　　　　称

代 表 者 の 住 所
（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）
　　　　　　　　　県　　　　　　　　　郡 ・市

様　　式
他の法律において既に指定を受けて

事業所（施設）の所在地

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）
　　　　　　　　　県　　　　　　　　　郡 ・市

備　考
　行う事業等の種類 　　事業開始予定年月日 いる事業等の指定年月日

　同一所在地において 　　指定申請をする事業等の

事業所番号



第 11号様式（第 21条関係） 

 

指定地域生活支援サービス事業者指定・変更・更新決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

春日井市長        印  

 

   年  月  日付けで申請のありました指定地域生活支援サービス事業

者の指定（変更、更新）については、次のとおり指定（変更、更新）すること

に決定しましたので通知します。 

 

 事業所番号  

                

指定（変更、更新）

事業所 

名 称  

所 在 地  

サ ー ビ ス 

の 種 類 
 

 

指定（変更、更新）

の内容 
 

 

指定（変更、更新）

年月日 

 

 

有効期間の満了日 

 

 



第 12号様式（第 2１条関係） 

 

指定地域生活支援サービス事業者指定・変更・更新却下通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

春日井市長        印  

 

   年  月  日付けで申請のありました指定地域生活支援サービス事業

者の指定（変更、更新）については、次のとおり却下することに決定しました

ので通知します。 

 

 事業所番号  

                

指定（変更、更新）

を希望する事業所 

名 称  

所 在 地  

サ ー ビ ス 

の 種 類 
 

 

希望する指定（変

更、更新）の内容 
 

 

却 下 理 由 

 

 



第 13号様式（第 23条関係） 

 

指定地域生活支援サービス事業者変更申請書 

 

年  月  日 

（宛先） 春日井市長 

 

申請者  所在地 

     名 称 

代表者の氏名          

  

次のとおり指定地域生活支援サービス事業者に係る指定の変更を受けたいの

で、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

 事業所番号  

                

指定の変更を 

希望する事業所 

名 称  

所 在 地  

サービス 

の 種 類 
 

変 更 の 内 容 
変 更 前  

変 更 後  

変 更 年 月 日  

変 更 の 理 由  

 



第 14号様式（第 24条関係） 

 

指定地域生活支援サービス事業者更新申請書 

 

年  月  日 

（宛先） 春日井市長 

 

申請者  所在地 

     名 称 

代表者の氏名          

  

次のとおり指定地域生活支援サービス事業者に係る指定の更新を受けたいの

で、関係書類を添えて申請します。 

 

 事業所番号  

                

指定の更新を 

希望する事業所 

名 称  

所 在 地  

サービス 

の 種 類 
 

 

有 効 期 間 

満 了 年 月 日 

 

 

 



第15号様式（第26条関係）

指定地域生活支援サービス事業変更届

年 月 日

（宛先）　春日井市長

事 業 者

（名称及び代表者氏名）

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

1 （変更前）
2
3
4
5

6

7 （変更後）
8
9
10
11

備考１　該当項目番号に○を付してください。
　　　２　変更内容がわかる書類を添付してください。
　　　３　変更の日から１０日以内に届け出てください。

申請者（設置者）の名称
主たる事務所の所在地

変更の内容変更があった事項
事業所（施設）の名称
事業所（施設）の所在地（設置の場所）

運営規程

従業者の勤務の体制及び勤務形態
苦情解決措置の概要

代表者の氏名及び住所
定款・寄付行為等及びその登記簿の謄本
又は条例等（当該指定に係る事業に関す
るものに限る。）

住 所
（所在地）
氏 名

名 称
事 業 所 番 号

その他
事業に係る資産の状況

変更年月日 　　　　年　　月　　日

指定内容を変更した事業所（施設） 所 在 地
サ ー ビ ス の 種 類



第16号様式（第26条関係）

指定地域生活支援サービス事業者廃止・休止・再開届

年 月 日

（宛先）　春日井市長

事 業 者

（名称及び代表者氏名）

次のとおり事業の廃止（休止・再開）をしましたので届け出ます。

(注）

　　　２　廃止・休止・再開の日から１０日以内に届け出てください。

現に指定地域生活支援サービスを受けてい
た者
に対する措置（廃止・休止した場合のみ）

廃止（休止・再開）する事業所

住 所
（所在地）
氏 名

廃止・休止した理由

１　事業の再開に係る届出にあっては、当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態が休止前
　と異なる場合には、勤務体制・形態一覧表を添付してください。

休止予定期間 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

事 業 所 番 号

名 称

所 在 地

　　年　　月　　日廃止・休止・再開した年月日



第 17号様式（第 31条関係） 

 

指定日常生活用具給付等事業者指定申請書 

 

年  月  日  

 

（宛先）春日井市長 

 

所在地 

事業者   名  称 

代表者氏名              

 

次のとおり指定日常生活用具給付等事業者に係る指定を受けたいので、関係書類を添え

て申請します。 

 

フリガナ  

事 業 所 名 称  

フリガナ  

代表者の氏名 

（ 事 業 所 ） 
 

事業所の所在地 
（〒   －    ） 

連 絡 先 電話番号  FAX番号  

取 り 扱 う 

日常生活用具 

の 種 目 

      

      

      

      

 

  



第 17号様式の２（第 31条関係） 

 

年  月  日  

 

事業者登録票 

 

区分 １．登録 ２．修正 

 

支店単位で登録・指定を受ける場合は、各店舗１枚ずつ記入してください。 

修正の場合は、修正箇所を朱書きしてください。 

 

法人名 
カナ  

漢字  

支店名  ※

１ 

カナ  

漢字  

代表者役職名 ※２  代表者名 ※２  

連絡先 

※３ 

郵便番号   

所在地  

方書  

電話番号  ＦＡＸ番号  

振込先 

金融機関名  支店名  

預金種別 １．普通 ２．当座  

口座番号   

名義 
カナ  

漢字  

 

※１ 支店単位で登録・指定を受ける場合のみ記入してください。 

※２ 支店単位で登録・指定を受ける場合は、支店の代表者について記入してください。 

※３ 支店単位で登録・指定を受ける場合は、支店の連絡先を記入してください。 

 

  



第 18号様式（第 31条関係） 

 

指定日常生活用具給付等事業者指定・変更・更新決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

様 

 

春日井市長        印   

 

年  月  日付けで申請のありました指定日常生活用具給付等事業者の指定（変

更、更新）については、次のとおり指定（変更、更新）することに決定しましたので通知

します。 

 

 事 業 所 番 号  

指 定 （ 変 更 、 

更 新 ） 事 業 所 

名 称  

所 在 地  

指定をする日常 

生活用具の種目 

(変更又は更新の内容) 

 

指 定 （ 変 更 、 

更 新 ） 年 月 日 
 

有効期間の満了日  

 

  



第 19号様式（第 31条関係） 

 

指定日常生活用具給付等事業者指定・変更・更新却下通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

様 

 

春日井市長        印   

 

年  月  日付けで申請のありました指定日常生活用具給付等事業者の指定（変

更、更新）については、次の理由により却下します。 

 

 事 業 所 番 号  

指定（変更、更新）

を希望する事業所 

名 称  

所 在 地  

指定を希望する日

常生活用具の種目 

(変更又は更新の内容) 

 

却 下 理 由  

 

  



第 20号様式（第 32条関係） 

 

指定日常生活用具給付等事業者変更申請書 

 

年  月  日  

 

（宛先）春日井市長 

 

所在地 

事業者   名  称 

代表者氏名              

 

次のとおり指定日常生活用具給付等事業者に係る指定の変更を受けたいので、関係書類

を添えて申請します。 

 

 事 業 所 番 号  

指 定 の 変 更 を 

希望する事業所 

名 称  

所 在 地  

変 更 の 内 容 

変 更 前  

変 更 後  

変 更 年 月 日  

変 更 の 理 由  

 

  



第 21号様式（第 33条関係） 

 

指定日常生活用具給付等事業者更新申請書 

 

年  月  日  

 

（宛先）春日井市長 

 

所在地 

事業者   名  称 

代表者氏名              

 

次のとおり指定日常生活用具給付等事業者に係る指定の更新を受けたいので、関係書類

を添えて申請します。 

 

 事 業 所 番 号  

指 定 の 更 新 を 

希望する事業所 

名 称  

所 在 地  

有 効 期 間 

満 了 年 月 日 
 

 

 



第22号様式（第34条関係）

年　　月　　日

（宛先）春日井市長

住　　所

事業者 （所在地）

氏　　名

（名称及び代表者氏名）

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

1 （変更前）

2

3

4

5

6 （変更後）

7

8

9

備考１　該当項目番号に○を付してください。
　　２　変更内容がわかる書類を添付してください。
　　３　変更の日から１０日以内に届け出てください。

変更年月日 　　　年　　　月　　　日

事 業 所 番 号

指定内容を変更した
事業所（施設）

代表者の氏名及び住所

名 称

所 在 地

サ ー ビ ス の 種 類

設備機材の概要

その他

事業に係る資産の状況

指定日常生活用具給付等事業者事業変更届

定款・寄付行為等及びその登記簿の謄
本又は条例等（当該指定に係る事業に
関するものに限る。）

変更の内容変更があった事項

事業所（施設）の名称

事業所（施設）の所在地（設置の場所）

申請者（設置者）の名称

主たる事務所の所在地



第23号様式（第34条関係）

年 月 日

（宛先）春日井市長

事 業 者

（名称及び代表者氏名）

次のとおり事業の廃止（休止・再開）をしましたので届け出ます。

(注）

２　廃止・休止・再開の日から１０日以内に届け出てください。

所 在 地

１　事業の再開に係る届出にあっては、当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態が
　休止前と異なる場合には、勤務体制・形態一覧表を添付してください。

指定日常生活用具給付等事業廃止・休止・再開届

廃止・休止・再開した年月日 　　年　　月　　日

廃止・休止した理由

休止予定期間 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

住 所
（所在地）
氏 名

事 業 所 番 号

廃止（休止・再開）する事業所
名 称



第24号様式（第36条関係） 

自動車運転免許取得費・自動車改造費助成申請書 

年  月  日  

 （宛先）春日井市長 

申請者 住所 

氏名               

 

次のとおり自動車運転免許取得費・自動車改造費の助成を申請します。 

 

氏  名  
生年月日 

年  齢 
 

住  所  

身体障害者 

手   帳 
 障 害 名  

自

動

車

改

造 

車 名  業 者 名  

改 造 部  改 造 費  

勤 務 先  

運

転

免

許 

教習所名  

免許証番号 

交付年月日 
 取 得 費  

この申請に関する所得要件を確認するため、世帯員の市民税に関する公簿の閲

覧を承諾します。 

（氏名）              



第25号様式（第37条関係） 

 

自動車運転免許取得費・自動車改造費助成決定通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

春日井市長        印   

 

年  月  日付けで申請のありました自動車運転免許取得費・自動車改

造費については、次のとおり助成することに決定しましたので通知します。 

 

１ 助成の内容 

 

 

２ 助成金額           円 

 



第26号様式（第37条関係） 

 

自動車運転免許取得費・自動車改造費助成却下通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

春日井市長        印   

 

年  月  日付けで申請のありました自動車運転免許取得費・自動車改

造費については、次の理由により却下します。 

 

１ 申請の内容 

 

 

 

２ 却下の理由 

 



第27号様式（第39条関係） 

 

身体障害者用自動車改造完了届 

 

年  月  日  

（宛先）春日井市長 

住所 

 

氏名           

 

下記のとおり、自動車の改造を完了しましたので費用の請求をします。 

 

１ 改造完了年月日 

年  月  日 

 

２ 改造部分 

    

 

３ 請求（改造）費用 

 

 



第28号様式（第41条関係） 

賃貸住宅体験利用家賃助成申請書 

年  月  日  

 （宛先）春日井市長 

申請者 住所 

氏名               

 

次のとおり賃貸住宅体験利用の家賃助成を申請します。 

 

氏  名  生年月日  

住  所 

 

 

TEL 

障害者手帳  障害名等  

賃貸住宅名称 

及び所在地等 
 

この申請に関する所得要件を確認するため、世帯員の市民税に関する公簿の閲

覧を承諾します。 

（氏名）              

 

 

 

 

 



第29号様式（第42条関係） 

 

賃貸住宅体験利用家賃助成決定通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

春日井市長        印   

 

年  月  日付けで申請のありました賃貸住宅体験利用の家賃について

は、次のとおり助成することに決定しましたので通知します。 

 

１ 助成の内容 

 

 

２ 助成金額           円 

 



第30号様式（第42条関係） 

 

賃貸住宅体験利用家賃助成却下通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

春日井市長        印   

 

年  月  日付けで申請のありました賃貸住宅体験利用家賃助成につい

ては、次の理由により却下します。 

 

１ 申請の内容 

 

 

 

２ 却下の理由 

 

 


